


































































































因であるという主張等々である。つまり北方領土について サンフランシスコ平和条約やヤルタ協定等の内容 論点の様に映り、竹島と尖閣諸島に関しては 本来の領有権の帰属先が歴史上の事実 提示によって論点に成っ いるように理解されて　
しかしここで生ずる疑問は、中立条約違反 いう事実自体が非難され得る問題なのか、また竹島および尖閣諸島
が日本以外の国家の領土であった しても、武力で奪取することが問題なのか という根本的な問いである。この疑問は、
pacta sunt servanda （合意［条約］は守られるべきである）
という法格言を前提にして条約違反を非難する
考えに基づいたり、武力 よる領土取得は違法であるがゆえに元の所有国に帰属するのが当然であるという考え方に基づいている主張に対する懐疑から発生している。つまり現在当然と思われている そして現代 は当然のこと









































































に対して日本は、日韓併合と 無関係に竹島自体はもともと日本の領土であったことを主張している。ここに 二つの点が見出される。第一は、武力による 取得の問題であり、第二は、係争対象
（島・諸島）
が無主地であっ







































































































である。両者の相違は 国家主権 念が「最高・絶対・何ものにも服さない」と う性質のものであったとしても、それでも自然法
（時代によって神の法・理性の法とも呼ばれていた）
には従わなければならないということを認
























ば、法論理上、北方領土の返還を要求できなくなる。同時にそれは竹島や尖閣の領有権を―係争相手国が主張するように武力行使の結果、 本へ帰属した あるならば―主張でき いことにな 。 土問題には、このような法論理上の根本問題の連動性と、政治的主張
（返還要求など）
との間に矛盾が存在するのである。この点を解決しな















































































































































帰結といってもよい。 ［中略］ 『無主』の 土はなくなったし、 ［中略］この結果、主権のもつ意味は二〇世紀前半

























































次示し、いわゆる超国家的な 機能設定と各国の国内行政機能 対外的発動という二つの異なる認識あるいは学説を概観することで、各研究者 社会認識や傾向の相違によってそれぞれの見解が提示されて るこ を明らかにできるものと考えられる。　
その中で山本草二は、 「一六世紀いらい、個人の追求する生活利益が、国家利益と原理的に同一のものとされ、




体制が、一九世紀から崩れた」ので「国家と市民社会 相互浸透現象 、近代 家の領域的な統治主権を修正する機能主義的な原理が登場してくる時期」になった
う（
39）。つまり、 「市民社会の利益が、国家だけではなく国際的
な産業社会を通じて制度的に実現され保護され 現実の必要性が出てき から る
（
40）」 。これに対処するため、 「国












service public international ）
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通の正義に近いかという規準で判断 こと なるからである。当該時間帯が同じで 原理・原則もほぼ共通化し、正義の共通性の程度が高いところでは、紛争 平和的解決 なかでも裁判によ 解決の成功率が高くな と考





















































とが出来ない理由と考え れるのであり、国際法、国際関係論及びその他 研究を総合しなければ、解決の方向性を見出すことが出来ず、それが今後 課題であ と思料できる。
以上
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 565 『調査と情報』第五六五号（二〇〇七年二月二十八日）五頁参照。外務省情報文化局『尖閣諸島について』 （一九七二










八～三一五頁。このときの様子を同書は次のように記述している。 「米国は、国際軍事裁判所条例［東京裁判条例］の犯罪定義規定に侵略戦争の開始、遂行を含めるよう強く主張し、さらに侵略の定義をも規定するよう主張したが、これは、米国代表ジャクソンが率直に認めたように 侵略戦争を犯罪として規定することが、自国民に対する米国政府の立場上必要であるという 内政治上の要請に基づくものであった。つまり、米国政府は、一貫 て国民 戦争の違法性を説き続け、政策の基礎をその点に求めてきた。ここで侵略戦争を犯罪と規定しない条例を受け入れるなら 従来の米国政府 立場が誤りであったことを国民に対して認めることになる。米国政府にとってそれは決定的な打撃故、条例には如何なる犠牲を払っても―それが受け入れられなければ、たとえ条例が不成立に終わっても―侵略戦争が犯罪であること 規定しなければ ない。ロンドン会議で侵略戦争違法観 強硬 主張した米国政府の 場はこのようなものであった。米国政府にとって 侵略戦争違法観が、それ自身価値あるものとして考えらているのでなく、他 現実的な利益―ここ は、米国政府の従来からの立場を条例に表現することによって、 ［米 ］国民に右立場の正当性を事後的に証明し、国民の政府に対する信頼感を確保す ―に仕え 道具概念 して用 られてい ことは明らかである」 。それゆえに、 「ジャクソ とって、 の開始は犯罪であり 如何 る政治的・経済的事情もこれを正当化できないという命題が否認されることは、従来の米 政府の そし 自身の立脚点 全面的否認を意味 ものであった。ジャクソンは次のように考えたのであ 。
　　
『右の命題が条例に規定されないなら、米国政府は、そして自分は、国民に対して虚偽の主張ないし誤った主張をしてきたことになる。しかし、国際軍事裁判所［東京裁判］は、自己を含む米国政府 政策が正しかったこ を証明す ため こそ設立さ るのであって、それが虚偽であった、あるいは間違っていたと告白するた に設立されるのではない。も 後者 結果がもたらされるのであれば、国際軍事裁判所などは設立 ないほうがましである。 』
　　
ジャクソンは、右の考えを英仏ソ三国代表に率直に表明し、侵略戦争違法観が犯罪定義規定の中に受け入れられぬ場合は、国際
軍事裁判所 不成立も辞せず、 強い態度を示 。米国 参加 国際軍事裁判所が著しくそ 光彩を減ずること 熟知いた他の三国代表は、右のジャクソンの恫喝を前に不承不承、 の主張を認めた。かくして、条例には侵略戦争の開始、遂行が犯罪として定義され、今日の『平和に対する罪』の一内容となったのである」 （同書、三六三～三七八頁） 。こ 戦争観念 東京裁






すなわち、例えば、一九〇七年の第二回ハーグ平和会議で「契約上の債権回収のためにする兵力使用制限に関する条約」 （ポーター条約・ラテン・アメリカ諸国が提唱）で、私人と 契約履行のために本国が武力を用いて介入することを排除することを規定し、一九一三年～一九一四年の「ブライアン条約」 （アメリカ諸国間 二国間条約）では、一定の紛争を常設委員会に付託する義務を定め、委員会報告終了まで兵力の使用を禁止することを規定した。また国際連盟規 第十二条第一項は連盟理事会 よる審査、同第二項は三ヶ月の冷却期間内で 戦争の禁止、第十三条第四項は判決に服する国に対する戦争の禁止、第十五条第六項は勧告服従国に対する戦争の禁止を定めていた。 二三 「相互援助条約案」では 侵略戦争は国際犯罪である」と明言し、一九二四年の「国際紛争平和的処理議定書」 （ジュネーブ議定書）では、国際連盟 議に基づく以外の戦争 禁止、一九二八年の「不戦条約」 （パリ条約またはブリアン・ケロッグ条約）第一条は「国家の政策の手段としての戦争の放棄」 、第二条は「紛争の平和的解決」を定めていた。一九三二年の「ス ィムソン・ドクトリン」は不 約違反のあらゆる事態・ ・協定の不承認を主張し、一九三三年の「ラテン・アメリカ不戦条約」 （中南米諸国間で締結）では侵略戦争を非難していた。
　　
しかし、このような主張に対して次のような問題点を指摘することができる。すなわち、一見するとあたかも戦争の違法化が国
際慣習または慣習法として成立していたかのようであるが そ 根拠となっ いる条約等を個別かつ詳細に調べると、どれも法的な意味での慣習または慣習法の 要因 はなり得ない、ということ ある。
　　
例えば、一九〇七年の「ポーター条約」は、国家対国家における武力行使ではなく、私人の契約の履行に国家が武力を用いて介
入することを阻止しようとするもので、従来の無差別戦争観におけ 国家の対外政策とし の武力行使とは異なる対象を念頭に置いているので、これをもって戦争の禁止が全世界に認められたというには、無理がある。また「ブライアン条約」は、委員会報告までの兵力使用の禁止を定めているだけであり その後 兵力使用につ て 認めているこ から、一定期間の 争のモラトリアムにはなっ も、兵力使用の完全な違法化を定めているわけではない。 「国際連盟規約」においても、戦争を当事国の何ら の戦意表明 よって成立 法状態と捉え、単に手続上 問題として取り上げているに過ぎなかった。 「相互援助条約案」 は、侵略
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戦争を国際犯罪としながらも、侵略そのものの定義が定められておらず、勧告や判決を受諾しなかった国に対して行われる戦争は侵略 とみなされない（条約案第一条）としたため、戦争制限にとっては無力であり、また結局は案のままで実定法化しなかった（成立しなかった） 。 「国際紛争平和的処理議定書」も同様に成立しなかった。 「不戦条約」についても、その規 内容が限定的であったため、実際には戦争の禁止にとって多くの抜け道が用意されていた。 「スティムソン・ドクトリン」については、厳密に言えばアメリカ合衆国 いう一国 ドクトリンに過ぎず、これ 全世界の国々を拘束するとはいえない。 「ラテン・アメリカ不戦条約」も実質は不戦条約と同様である。
　　
これらのほかに、戦争違法化アメリカ委員会設立（一九二一年）や一九二五年の軍縮会議開催要請決議（連盟総会の決議の一つ
で、侵略戦争を国際犯罪とみなすべきことを宣言した） 、一九二七年 侵略戦争に関する宣言決議（連盟総会決議で、侵略戦争の禁止を謳った） 、一九二八年の第六回米州 会議決議 侵略戦争を人類に対する犯罪とし、すべ の侵略戦争の禁止を宣言）などを示す論者もいるが、戦争違法化アメリカ委員会とは、ソルモン・レーヴィンソンによって組織さ た米国の民間団体であり、そのような民間団体の設立が慣習国際法形成の要因 るとは言い得ない。また三つの決議は そ が決議であるゆえに法的拘束力を有するものではない。
　　
以上のように詳細に見てゆくと、国際法社会全体を拘束する条約としては未成立なもの、法的拘束力のないもの、いわゆる「ザ















国最高司令部によって、とくに翻訳を許された最初の一〇〇冊のうちの一冊である。 」 （訳者「はしがき」より） 。その内容は、まさに米国の代弁である。
　　
勿論、このような米国の考えとは別に、侵略戦争違法観は、第一次世界大戦と第二次世界大戦の戦間期においてユス・コーゲン





























































Ibid., p.10. ） 、尖閣問題に
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田中明彦『新しい「中世」 』 （日本経済新聞社、一九九六年） 。
（
58）　
同書、二五四頁。
（
59）　
ヘドリー・ブル『国際社会論―アナーキカル・ソサイエティ―』臼杵英一訳（岩波書店、二〇〇〇年）では、近代社会と伝統
社会と未開社会という表現を同時代の状態として使用していることにも いわゆる発展段階の時間的差という発想を伺い知ることが出来よう（例えば、同書、四十七～四十八頁） 。
（
60）　
大谷良雄「フランス・ドイツ合同国際法シンポジウムと尖閣問題―紛争処理システムの適用格差について―」 『時の法令』第
一八七一号（二〇一〇年十二月十五日）五十四頁。
―さいとう
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日本に関係する領有権問題への視座〔齋藤　洋〕
112
